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 人事院では、官民の 4月分給与（月例給）を精密に比較し、
その結果得られた官民の給与較差を解消することを基本に

勧告を行っています。つまり、来月に支給される給与が人事

院勧告の対象になります。人事院勧告に向けた闘いはこれか

ら本格化します。 
 人事院勧告の手順については、裏面をご覧ください。 

 公務員の給与は、民間より高いので賃下げも仕

方がないと思っていませんか？実は、青年の給与

は民間のほうが高いのです。 
 右のグラフは厚生労働省、下のグラフは人事院

の資料から抽出したものです。どちらにおいて

も、公務員のほうが低いという結果になっていま

す。 
 人事院勧告は、官民格差を解消するものである

ことから、本来は青年の給与は引き上げられなけ

ればならないのです。 

民間初任給平均と公務員初任給の推移（大卒） 

民間初任給平均と公務員初任給の推移（高卒） 

民間初任給平均 
公務員初任給 

民間初任給平均 公務員初任給 

※ 民間初任給平均は、人事院勧告関連資料の「事務・技術関係」より、公務員初任給の大卒は

行（一）２－２、高卒は行（一）１－３より抽出した。 

※ 厚生労働省「平成 15年賃金構造基本統計調 
査」より抽出した。 

全産業平均と公務員の初任給の比較 

公務員 
公務員 

全産業 
全産業 



 

 政府や人事院は、公務員の賃金引下げをあたかも

「民意」のように言っています。総選挙では、「マ

ニフェストで公務員の賃下げを掲げる政党も、国会

の大部分を占めました。 
しかし、公務員賃金を規定する給与法の改正内容

が、最低賃金や年金、社会保障にまで影響すること

を知る国民は、決して多くはありません。 
 04 人勧ではマイナス勧告を出させず、これ以上
の「悪魔の賃下げサイクル」「社会保障の切捨て」

を阻止するため、ともに闘いましょう。 

 最低賃金 
 人事院勧告において引下げ勧告が出されているこ

とを重く受け止め・・（略）・・据え置きに留まらず

引下げの目安を示すべき。（2003.7.17厚生労働省『中
央最低賃金審議会目安に関する小委員会報告』） 

年金 
（物価スライドについて）人事院勧告の影響なし

とは思っていない。（2002.8.7厚生労働相会見） 

生活保護 
人事院勧告の下落幅を参考に下げ幅を算定。 

マイナス人勧の影響は？ 

民間給与の調査（実地） 

 企業規模 100人以上、かつ、事業規模 50人 
 以上の全国約 8,100事業所 

国家公務員給与の調査 

《4月分給与》 

約 46万人（新規採用者を除く）全
員を対象 ※ 給与改定の有無にかかわらず調査 

合理化の状況 ボーナス 月例給 

 
給与改定

や雇用調

整等の状

況 

過去 1年間 
の支給状況 

《４月分実支給額》 
（約36万人を対象） 

民間と公務（行政職）の給与を比較（官民比較） 

仕事の種類、役職段階、学歴、年齢等が相応す 
る者の給与を比較（ラスパイレス方式） 

官民の特別給

の年間支給月

数の対比 

情勢適応 
の 原 則 各府省、職員団体 

の意見･要望 

各界、国民からの意見聴取 
・有識者、企業経営者 
・モニター等 

俸給表・手当の改定内容を決定 

人事院給与勧告 

国 会 内 閣 

（勧告の取扱い決定） （給与法の改正） 

法案提出 

人事院勧告の手順 


